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除去しておく必要がある．

冷間加工材のバウシンガ効果の除去法として，

繰返し負荷を加える方法と熱処理を施す方法があ

る．前者の方法は手間がかかり，とくに工業的に

は困難であるので，通常後者の方法が用いられる．

すなわち，鋼では約 で応力除去焼なましが

行われる．しかし，この方法では再結晶が起こる

ためバウシンガ効果の除去と同時に加工硬化も低

一度塑性変形して加工硬化させた金属材料に，

予変形と逆方向の負荷を加えると，予変形と同じ

方向に負荷を加えた場合と比べて降伏応力や変形

応力が低下する．いわゆるバウシンガ効果が生じ

る．この効果は塑性異方性の原因 ）のみならず，

疲れ ）や塑性座屈 ）に対して強度低下をもた

らすので，材料を機械構造部材に適用する際には
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下する．

従来，加工硬化の低下を防ぐには温間加工が有

効であるといわれてきた ）．温間加工は

の温度域で変形することで，動的ひずみ時

効による強度上昇とバウシンガ効果の軽減を図っ

た加工熱処理であるが，加工温度が鋼の青熱ぜい

性域にあたる．

以上の観点から，青熱ぜい性域より低い温度で

加工熱処理を行うことで予変形による硬化を保持

し，かつ予変形と逆方向の強度を上昇させること

ができれば強度設計が容易になり，効率的な材料

の適用が可能となると考えられる．

本研究では，大気中で加熱しても有色の酸化皮

が形成しない 以下の温度で応力時効を行い，

冷間加工材のバウシンガ効果の除去を試みた．す

なわち，時効温度と時効中の応力（以下，時効応

力と呼ぶ）などの影響を調べ，予変形と同じ方向

および逆方向の降伏応力が等しくなる応力時効条

件を見い出した．さらに，応力時効材と応力除去

焼なまし材の多軸変形挙動を実験と異方性降伏関

数の適用によって解析し，比較検討した．

素材は直径 の機械構造用鋼 である

．試験片は外径 ，肉厚 ，平行部長さ約

の円管で，製作後 時間真空炉で完全

焼なましを行ってから実験に供した．

実験装置は油圧駆動型の加熱炉付き多軸応力試

験機で，円管試験片に軸荷重，内圧およびねじり

を同時に加え得るものである．負荷の検出は軸荷

重およびトルクをロードセルで，内圧を圧力変換

器で行った．ひずみは引張り・圧縮やねじり試験

のような単純な負荷試験では差動トランス型変位

計を試験片に取り付けて測定し，多軸応力試験で

は 軸ロゼットゲージを用い，それぞれのひずみ

ゲージを試験片軸に対して ， および

の角度に貼って測定した．

応力時効とは一定の機械的応力と熱を同時に加

え，一定時間保持する加工熱処理のことである．

に 形の相当応力 相当塑性ひずみ曲

線の模式図を示す．最初，試験片に予応力 を

加えてから除荷する．除荷途中の 点から塑性変

形が始まるので，完全除荷状態における相当塑性

ひずみ（累積塑性ひずみ）は となる．

ここで引張予ひずみ材の場合， ，

％であった．引き

続き 点まで逆負荷を加え， 一定の応力時

効を行った．時効時間は 時間とした．曲線

はいわゆるバウシンガ曲線で， 点は遷移軟化領

域 ）の範囲内にある．応力時効後室温まで自然

冷却し，いったん除荷してから再負荷試験を行っ

た．

予変形と同じ方向と逆方向の再負荷曲線および

組合せ再負荷曲線において，鋭い降伏が現れる場

合と現れない場合がある．鋭い降伏が現れた場合

には下降伏点を，鋭い降伏点が現れない場合には

％耐力を降伏応力と定義する．そして，降伏

応力を予応力で割った値を時効指数 と呼ぶこと

にする．

引張りと圧縮の応力 ひずみ曲線から時効指数

を求め，時効温度の関数として （ ），（ ）に

示す．引張りの時効指数は各 において，

第 章において，引張ひずみ後応力時効した

材料は ％炭素鋼，ねじり予ひずみ後応力時

効した材料は ％炭素鋼および応力除去焼な

まし材は ％炭素鋼である．各材料とも同一

ビレットから作られたものでないので化学成分

が多少異なる．



時効温度 以下では時効しないときの 値と

あまり変わらない． 以上になると時効指数

が少し上昇する．しかしながら，静ひずみ時効

（ ）によって鋭い降伏が再現したとき

に最も時効指数の上昇が顕著であり，

の応力時効ではその上昇が少ない．

一方， （ ）では圧縮の時効指数は時効温

度が高くなるとかなり上昇する．そして

以上の応力時効では比較的低温度の か

ら鋭い降伏が再現する． に例として時効温

度 の場合について時効応力に対する時効指

数の変化を示す． の増加とともに引張り

の時効指数は下降し，圧縮の時効指数は上昇する．

とくに から の間では，引張りと

圧縮の時効指数は に対してほぼ直線的に

変化し，大きく時効応力に依存する． の横

座標上に矢印で示した数値は引張りと圧縮の

曲線が交わる点の 値である．

に交点の 値と時効温度の関係を示す．交

点の 値は時効温度が高くなると減少し，

以上では一定（ ）となる．こ

の関係は引張りと圧縮の降伏応力が等しくなる応

力時効条件を与えるもので，本研究で求めている

バウシンガ効果の除去条件である．ただし，
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に示すように，鋭い降伏の再現に方向性がある

ので二つの応力 ひずみ曲線は完全に一致しな

い．

従って，本手法による応力時効は，正しく表現

すればバウシンガ効果の部分的除去法と言うべき

であろう． に引張および圧縮降伏応力が等

しい条件下の時効指数と時効温度の関係を示す．

このときの 値は時効温度が高くなると上昇し，

で となり飽和する．

結局，冷間加工材に予変形と逆方向の負荷下で

応力時効を施すと，予応力に対して降伏応力の低

下を ％に抑えながらバウシンガ効果を部分的に

除去できることがわかった．

本節において実験に供した応力時効材は

に示した引張り・圧縮挙動を呈する材料（

）である．一方，応力除去焼なまし材は引張

予ひずみ後 分加熱したものでバウシンガ

効果は完全に除去されており，引張りと圧縮の時

効指数は である．

応力比 （ここ

で 軸応力， 円周応力， せん断応力）

を保持して薄肉円管に負荷すると，主応力は

（ ）， となる．すなわち，

試験片軸と だけ傾いた方向に で引張った場

合と等価な応力状態を作り出すことができる．一

般に，このような実験が円管に対しての最も精密

な面内異方性の検証法であり， 引張試験

と呼ばれている ） ）． に に対する降

伏応力の変化を示す．ここで各主応力方向の降伏

応力を単軸引張りの降伏応力で割り，無次元化し

て表している．応力時効材と応力除去焼なまし材

の降伏応力は が大きくなると減少するような異

方性を示すが，両材料の無次元化降伏応力の間に

はほとんど相違がない． に主ひずみ増分方
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向 と主応力方向 の関係を示す．主ひずみ増

分方向は （ ） ｛ （ ）｝で与えられる．

こ こ で お よ び は ，

で定義される塑性ひずみ増分比で，

塑性ひずみ経路上の ％に対する点（応力

時効材の場合）あるいは降伏点伸び終了点（応力

除去焼なまし材の場合）における値である．縦軸

を偏差 で表すと，この偏差は最初 が大

きくなるにつれて増加し， で最大とな

り，その後減少する． はひずみ挙動におい

ても両材料の異方性が同程度であることを示して

いる．

に 一定の比例負荷試験から得ら

れた降伏曲面を示す．この組合せ負荷によって応

力主軸は回転しない．さらに の負荷は

静水圧成分を無視すると半径方向の圧縮と等価な

応力状態となる．両材料の降伏曲面を見ると，第

象限では引張応力成分が比較的大きい領域にお

いて と の曲面の中間に位置し，円周

応力成分が大きくなるにつれて の曲面の内

側に位置するようになる．そして応力時効材の無

次元化降伏曲面の方が応力除去焼なまし材の曲面

よ り 若 干 外 側 に あ る． 矢 印 は

（ ）に対応するひずみ増分ベクトルであ

り，降伏曲面に対してほとんど垂直となる．

に 平面における降伏曲面を示

す． 一定の比例負荷試験を行った場

合には応力比に依存して応力主軸が回転する．こ

の応力平面では応力時効材と応力除去焼なまし材

の無次元化降伏曲面はほとんど一致する．すなわ

ち，両材料の降伏曲面は と の曲面の

中間にあって， の曲面の近傍に位置する．

矢印は ｛（ ） ｝に対応する

ひずみ増分ベクトルを示す．

著者 ）は ）の六次降伏関数と ）

の二次降伏関数を組合せた次の異方性降伏関数を

提案した．

（ ）

ここで， （ ） ，

（ ） はそれぞれ偏差応力テンソ

ル の第 ，第 不変量である． は異方性

パラメータ， は の影響を表すパラメータであ

り，両者の間に連成効果がないものと仮定する．

応力時効材および応力除去焼なまし材とも軸対称

異方性 （横等方性） とみなして解析を行った．

に各パラメータの値を示す．塑性ひずみ

増分 は式 の降伏関数を塑性ポテンシャルと

して次の関連流動則から求めた．

（ ）

ここで はスカラ係数である． から

に示した太い実線は式 ， の計算結果で

あり，全体的に両異方性材料の降伏・流動挙動を

よく表しているものと思われる．

なお，パラメータの決定法と塑性ひずみ増分比

， の計算式については付録で述べている．
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） ％の間で 種類の大

きさのねじり予ひずみを加えた材料を，それぞれ

逆ねじりの負荷下で 時間の応力時効を

行った．正ねじり・逆ねじりの応力─ひずみ曲線

から時効指数を求め，予ひずみの関数として

（ ），（ ）に示す．予ひずみが大きくなると

正ねじりおよび逆ねじりの時効指数は下降する．

この傾向は （ ）では と の

とき， （ ）では （静ひずみ時効）

のとき顕著である．

（ ）に例として （ ） ％の

場合について，時効応力に対する時効指数の変化

を示す．正ねじりおよび逆ねじりの下降，上昇傾

向は他の予ひずみの場合も同じであった．

（ ）は比較のため引張予ひずみ （ ）

％の場合について示したものである．すなわ

ち， 脚注で述べたように ・ 節と ・

節で用いた材料の化学成分が異なるので，同一材

料（ ％炭素鋼）を供試材料として改めて引張

ひずみ後 の応力時効を行い，引張り・圧縮

挙動を調べた． （ ）と（ ）において交点の時

効指数は同じ大きさであるが，正逆両方向の降伏

応力を等しくするためにはねじり予ひずみの場合

の方が引張予ひずみの場合よりも大きな

値を必要とすることがわかる．

（ ）は交点の 値とねじり予ひずみ

の関係を示したものである．交点の 値は

予ひずみに依存せずほぼ一定（ ）

となる．ただし， （ ）に示すように， に

対応する逆ねじりのひずみ量 （ 参照）

は予ひずみとともに増加する．確認のため，

に示した条件に基づいて応力時効を施し，正ねじ

りおよび逆ねじりの再負荷試験を行った．その結

果を （ ）（ ）に示す．各予ひずみにおいて，

正ねじりの ％耐力と逆ねじりの下降伏点は一

致している．しかしながら， ％以上の領

域では正ねじりの流動応力の方が逆ねじりの流動

応力より高い．その差は予ひずみ量の増加ととも

に大きくなっている．これらの現象から応力時効

材には長範囲の内部応力がまだ残留しており，バ

ウシンガ効果の除去は主に転位の釘付け（とくに

逆ねじりに対して効果的に作用する固着応力の上

昇）によってなされるように思われる． に

正ねじりおよび逆ねじりの降伏応力が等しい条件

下の時効指数と予ひずみの関係を示す．このとき

の 値は予ひずみが大きくなると減少し，その後

一定（ ）となる傾向を示す．

結局，予ひずみが大きい場合でも予応力に対し

て降伏応力の低下を ％に抑えながら，正逆両方

向の降伏応力を等しくすることができることがわ

かった．

予変形を加えた軟鋼を予変形と逆方向の負荷下

で応力時効することによって，正方向の降伏応力

の低下を極力抑えながら逆方向の降伏応力を上昇

させ，両者の降伏応力を等しくすることを試みた．

本研究における応力時効はバウシンガ効果の部分

的除去法であるが，最適な時効温度は であ

り，青熱ぜい性温度より低いという利点を有する．

応力時効材には鋭い降伏の再現に方向性があ

る．すなわち，予変形と逆方向の負荷および逆方

向負荷成分が大きい組合せ負荷の応力 ひずみ曲

線に鋭い降伏が現れる．これに対して， で

応力除去焼なましを施した材料では全ての負荷下

で鋭い降伏が現れる．しかしながら，多軸負荷下

での両材料の降伏・流動挙動を解析すると無次元

化降伏曲面の形状は相似であり，異方性の度合い

はほとんど同じである．従って，予応力に対する

降伏応力の低下が少ない（すなわち，時効指数が

高い）応力時効材の方が効率的な材料の適用が可

能となる．

最適な応力時効条件に関して，予変形の負荷の
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種類を変えて比較したとき，ねじり予ひずみの場

合の方が引張予ひずみの場合よりも予応力で無次

元化した時効応力は大きい値を必要とする．ただ

し，無次元化時効応力は予変形量に依存せずほぼ

一定となる．最適な応力時効条件下では予変形量

が大きい場合でも降伏応力の低下を ％に抑えな

がら，正逆両方向の降伏応力を等しくすることが

できる．

） 例えば，武田武信ほか 名 塑性と加工

（ ），

）

（ ），

） 岩田今朝男 機講論 （ ），

） 五弓勇雄編 金属塑性加工の進歩，（ ），

，コロナ社

） 武田武信ほか 名 山形大学紀要（工学），

（ ），

） 武田武信ほか 名 塑性と加工，

（ ），

）

（ ），

）

（ ），

） （ ），

）

（ ），

式 は平面応力状態において次のようになる．

｛ ｝｛

｝ ｛

｝

｛ ｝ （ ）

ここで， ， ， はそれぞれ軸応力，円周

応力およびせん断応力である．式（ ）は

個のパラメータを含んでいるが，独立なパラメー

タの数は 個である．よって， 値に材料固有の

定数としての意味を持たせるため ）の

降伏関数 における 値と同じ値を

用いることにした．すなわち，完全焼なました軟

鋼はおおむね等方性で，その多軸降伏挙動は

の降伏関数で表されるので，引張りとね

じりの下降伏点（ ， ）を特性値として

｛ ｝から 値を決定した．

また応力時効材と応力除去焼なまし材は ・ 節

に述べたように， 平面の 方向および 方

向（ の負荷経路）において強度が同じ

であったので軸対称異方性とみなして解析を行っ

た ．このとき，対称条件より とな

る．

異方性パラメータ ， および を決

定するための特性値は単軸引張降伏応力 のほ

かに 個必要である．そこで最初に開端内圧

（ の負荷経路）および単純ねじりによっ

て得られた降伏応力値（ ， ）を選んだ．

残り 個の特性値（関係式）は係数決定に対する

精度向上を考慮して， の ，

および の負荷経路から得られた 引

張りの降伏応力 を用いて最小 乗法により求

めた．これらの 特性値を式（ ）に代入す

ると，異方性パラメータは以下の式（ ），

式（ ）および 式（ ）から 決定でき

る．

（ ）

ここで

｛

｝

｛

｝ （ ）

（ ）

式（ ）から式（ ）において，

， および はそれ

ぞれ 引張り，開端内圧 および単純ねじり

の降伏応力を単軸引張降伏応力で割った 無次元

武田 応力時効による軟鋼の強度制御



化降伏応力である．

次に塑性ひずみ増分比 ， は式 を偏微分す

ることにより，次のようにして求めることができ

る．

（ ）

（ ）

式（ ）の右辺で を 倍してあるの

はテンソル規約によるためである．

｛

｝ ｛

｝ ［ ｛

｝ ］

｛

｝ ｛

｝ ［ ｛

｝ ］

｛

｝

ここで平面応力の場合
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